
　《消費税引き上げに係る増収分の使途状況》

　少子高齢化の進展に伴い、今後も増加が見込まれる社会保障経費の財源を確保するため、平成２６年４月１日から消費税等の税率が
５％から８％に引き上げられました。
　地方消費税の税率引き上げに伴う地方消費税交付金の増収分は、年々増加する生活保護費や、高齢化に伴って増加する介護保険・後
期高齢者医療事業特別会計への繰出金、妊婦健康診査の助成費用等の社会保障経費の財源に活用します。
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②主な社会保障経費の使途内容

☆社会福祉
 ア 生活保護費
 イ 障害者介護給付・訓練等給付費

☆児童福祉
 ア 待機児童保育室の開室経費
 イ 保育所運営費負担金

☆社会保険
 ア 介護保険、後期高齢者医療、国民健康保険事業特別会計への繰出金（職員給等除く）

☆保健衛生
 ア 妊婦健康診査の助成費用
 イ 救急医療体制の充実経費

(当初予算比較) (単位：百万円)
25年度 26年度 増加額

事業費 a 21,883 23,792 1,909
特定財源 b 11,204 12,039 835
一般財源 c（a-b） 10,679 11,753 1,074

①地方消費税交付金

(当初予算比較) (単位：百万円)
25年度 26年度 増収額
2,453 3,007 554

① 地方消費税交付金 （単位：百万円）
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